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第３次寝屋川市環境基本計画【第４章】　施策指標と目標値

令和元年度
（基準年度）

令和７年度
令和12年度
目標値

市域面積における緑地の割合 14.7% 14.9% 17.6%

生物多様性の認知度 25.3% 23.9% 50.0%

緑被率 18.4% 18.7% 22.0%

みどりに関する団体の活動区域面積 14.2ha 14.8ha 27.4ha

農地面積 151.3ha 135.9㏊ 維持

水辺の整備・保全活動の参加者数 4,792人 799人 4,800人

令和元年度
（基準年度）

令和７年度
令和12年度
目標値

工場・事業場の事業活動に伴う苦情の解決
割合

95.3% 95.7% 100.0%

空き家流通に係る所有者等同意取得者数 - 104件 220件

工場・事業場に対する立入検査件数 60事業場 40事業場 維持

地区計画の地区数 30地区 31地区 増

景観届出件数 33件 45件 増

アスベストの飛散防止に係る立入検査数 10件 0件 増

令和元年度
（基準年度）

令和７年度
令和12年度
目標値

市民1人1日当たりのごみ排出量 845.1ｇ/人・日 738.2ｇ/人・日 752.4ｇ/人・日

再生利用率（リサイクル率） 21.3% 19.4% 27.4%

家庭系ごみ総排出量 48,840t 41,693t 41,632t

事業系ごみ総排出量 17,109t 15,291t 13,345t

焼却処理量 55,312t 47,737ｔ 46,212t

収集及び運搬の民間委託率 55.0% 55.0% 維持

産業廃棄物多量排出事業者及び産業廃棄物
処理業者に対する立入検査件数

16事業場 17事業場 維持

４.１　生物多様性と自然環境（基本計画Ｐ33-37）

代表指標
と

目標値

４.２　生活環境（基本計画Ｐ38-42）

目標達成
のための
指標
と

目標値

４.３　循環型社会（基本計画Ｐ43-48）

代表指標
と

目標値

目標達成
のための
指標
と

目標値

代表指標
と

目標値

目標達成
のための
指標
と

目標値



第３次寝屋川市環境基本計画【第４章】　施策指標と目標値

令和元年度
（基準年度）

令和７年度
令和12年度
目標値

市域の二酸化炭素排出量削減率
（2013年度比）

2.4%増加
（平成30年度）

24.3%
（令和５年度）

49.7%

市域のエネルギー使用量
10,273 TJ

(平成30年度）
8,726TJ

（令和５年度）
5,225TJ

クリーンセンター発電によるCO₂削減量 3,642t-CO₂ 2,941t-CO₂ 維持

市域の太陽光発電システム設置件数
（累計）

3,413件 4,379件 6,000件

市域の太陽光発電システム設備容量
（累計）

1.75万kW 2.44万㎾ 3.50万kW

年間の熱帯夜の日数（5年移動平均値） 24日 43日 22日以下

グリーンカーテン設置施設数 74施設 54施設 85施設

貯留施設設置率 82.4% 88.7% 98.4%

市内４駅の乗降客数 150,889人/日
142,761人/日

（令和６年度）
154,400人/日

令和元年度
（基準年度）

令和７年度
令和12年度
目標値

環境問題に関心のある市民の割合 - - 80.0%

環境に関するイベントに参加したことのあ
る小学生の割合

24.0% 11.9% 50.0%

環境に関するイベントの参加者数 467人 498人 650人

環境フェアの参加者数 2,664人 2,235人 3,000人

環境リーダー認定者数 - 118名 200名

環境保全活動の参加者数 3,475人 278人 4,000人

環境に関する表彰の受賞者数 53名/22団体 33名/6団体 維持

代表指標
と

目標値

４.４　脱炭素社会（基本計画Ｐ49-54）

４.５　環境教育・環境学習（基本計画Ｐ55-59）

目標達成
のための
指標
と

目標値

代表指標
と

目標値

目標達成
のための
指標
と

目標値



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P35　都市空間における緑地の保全と創出の個別事業

1 公園整備事業 B 継続

イ P36　民有地における緑化の個別事業

1 民有地緑化 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.１　生物多様性と自然環境
担当課 都市四課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

緑被率 18.4% 18.7% 22.0%

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P33-37　生物多様性と自然環境 P35-36　みどりの保全と充実

P35　都市空間における緑地の保全と創出

P36　民有地における緑化

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

都市公園等の整備、拡張を行う。
開発に伴う公園の帰属等により、
緑被率が増加した。

今後も、都市公園等の整備、拡張を行う
事により都市空間における緑地の保全、
創出につなげる。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

市民との協働により花と緑に囲ま
れた緑豊かな潤いと安らぎのある
まちづくりを進めるため、建物の
新築、建て替えにおける緑化の指
導、誘導を行う。

建物の新築や建て替えに際し緑化
指導を行う事により、敷地におけ
るみどりの創出、緑被率の増加に
つながった。

建物の新築や建て替えに際し緑化指導を
行う事により、都市空間における緑地の
保全、創出につなげる。

R8年度
実施予定

　
　本市の魅力を高めるみどりの視点から市民等の多様なニーズへの対応が求められており、都市公園の整備にあたっては、みどりの将来像の実現に
向け、地域性を踏まえた機能分担等による適正配置を図るとともに、みどりが不足する地域や防災上整備が求められる場合など、整備の必要性を充
分に踏まえた上で、優先順位を重視した整備を推進する。また、みどり豊かなまちなみを形成するため、地域の土地利用状況などにも配慮しつつ、
開発行為などに伴う緑化誘導を行うなど、民有地におけるみどりの更なる充実を図る。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P36　市民の緑化意識の向上の個別事業

1
公園緑地等植栽サ
ポーター事業 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.１　生物多様性と自然環境
担当課 都市四課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

みどりに関する団体の活動区域面積 14.2㏊ 14.8㏊ 27.4㏊

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P33-37　生物多様性と自然環境 P35-36　みどりの保全と充実

P36　市民の緑化意識の向上

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

寝屋川市と地域住民との協働によ
る魅力ある緑化の推進に向けて、
ボランティア組織が寝屋川市の管
理する公園・緑地等の花壇などを
有効活用し自ら選定・花づくり・
緑化等を提案する。

大利公園、寝屋川駅前線、黒原橘
町、川勝町、１号三井公園、萱島
あやめ公園等で実施しており、特
に寝屋川駅前線、黒原橘町地区は
小学校（児童）とタイアップした
活動を行う事により、地域に緑が
増え街が和む。

主に公園や緑道、既存の公共施設内の花
壇や植樹帯について、地域住民が自ら選
定・緑化等を提案する「公園・緑地等植
栽サポーター制度」を活用することで、
住民自身による魅力ある緑化の推進を実
現する。

　基盤整備後数十年が経過し、活動団体の高齢化に伴い既存の花壇や植樹帯が機能していない箇所について、今後いかに地域住民と協働で継続活
動をしていくかが課題である。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P36　農地の保全と活用の個別事業

1
農業者支援事業補助
金 B 継続

2 耕地事業補助金 B 継続

3 農地の保全促進事業 B 継続

4 地域計画策定事業 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

農地を貸したい人・借りたい人を
マッチングさせる事業や、貸農園
を新たに整備する際の費用補助事
業などを通じて、農地の保全に取
り組む。

〇令和７年度実績
【農地マッチング事業】
　４件、計3,866㎡の貸借が成立
【貸農園整備補助事業】
　新規開設４件　609,000円
【効果】
　新規就農希望者への農地のあっ
せんや、貸農園整備補助を行った
ことにより、農地の保全につな
がった。

農地の保全を図るため、今後も実施す
る。

４.１　生物多様性と自然環境
担当課 都市一課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

農地面積 151.3㏊ 135.9㏊ 維持

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P33-37　生物多様性と自然環境 P35-36　みどりの保全と充実

P36　農地の保全と活用

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

農作業用の機械器具の購入費補助
や地元農産物直販の奨励等の農業
者への支援を通じ、農地の保全に
取り組む。

〇令和７年度実績
【有害鳥獣農作物被害防止対策事
業】
　６件　計　175,000円
【農作業用機械器具購入補助事
業】
　２件　計　1,248,000円
【地元農産物直販奨励事業】
　７団体　計　653,000円
【農地景観形成推進事業補助金】
　開放筆数　45戸　134筆
103,313㎡
　補助金額　1,707,000円

【効果】各種補助を通じて農業者
を支援したことにより、農地の保
全につながった。

農地の保全を図るため、今後も実施す
る。

市内にある農業用施設の改修費等
補助等の地元団体への支援を通
じ、農地の保全に取り組む。

〇令和７年度実績
【水路等の改修等への支援】
　２件　計　500,000円
【効果】
　市内にある農業用施設の改修費
等補助等の地元団体へ支援を行っ
たことで、農地保全につながっ
た。

農地の保全を図るため、今後も実施す
る。

改正農業経営基盤強化促進法に基
づき、減少傾向にある農地の効率
的かつ総合的な利用を図るため、
目指すべき将来の農地利用の姿の
実現に向け、地域計画の推進に取
り組んでいく。

○令和７年度実績
【対象地域】
　打上、梅が丘、河北、木屋、大
谷、寝屋、高宮
【内容】
　計画未策定地域の高宮地区にお
いて、座談会を開催した。
　計画策定済み地域の打上地区に
おいて、利用意向の確認を行っ
た。
　計画策定済み地域の大谷地区に
おいて、区域変更を行った。
【効果】
　各地域の農地所有者の今後の農
地の利用意向や、農業を行う上で
の課題や問題点を把握することが
できた。

農地の保全を図るため、今後も実施す
る。

　後継者不足や農業者の高齢化等により現状傾向にある農地の保全を図るため、引き続き農業者に寄り添った施策を行っていく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P35　水辺環境の整備と保全の個別事業

1
クリーンリバー寝屋
川作戦 B 継続

2
水辺空間におけるイ
ベント B 継続

3 生物調査 B 継続

4 ワークショップ会議 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.１　生物多様性と自然環境
担当課 下水道事業室

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

水辺の整備・保全活動の参加者数 4,792人 799人 4,800人

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P33-37　生物多様性と自然環境 P35　水辺環境の整備と保全

P35　水辺環境の整備と保全

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

一級河川寝屋川でのクリーンリ
バー寝屋川作戦における、市民協
働による清掃活動の実施。

クリーンリバー寝屋川作戦を秋に
実施。
春は雨天のため中止。
１回65人

河川などの保全に際して、継続的な市民
の協力が欠かせず、環境保全の啓発と親
水空間としての活用に有効な取組として
引き続き実施する。

茨田イチョウまつりなど、市民団
体等を主体とする水辺空間におけ
るイベントの開催。

市民団体等が主体となり、淀川河
川公園点野地区周辺における茨田
樋遺跡や幹線水路でのイベントを
開催することで水辺環境の整備と
保全を推進する取組となった。
点野茨田樋いちょう祭り150人
点野淀川まるごと体験会222人

市民団体等を主体とする活動として継続
的に行われており、市民が一層親しめる
水辺空間の創出を図るための取組として
引き続き実施する。

河川や水路等における、生物の生
息状況などの調査の実施。

市民団体等が主体となり、ホタル
生息調査や寝屋川・古川の生物調
査を行い、地域の環境について関
心を高めてもらう取組となった。
生物調査４回11人

市民団体等を主体とする活動として継続
的に行われており、市民が一層親しめる
水辺空間の創出を図るための取組として
引き続き実施する。

水辺環境の整備と保全を推進する
ためのワークショップ会議の開
催。

市民団体等が主体となり、寝屋川
再生ワークショップの関係者と水
辺環境の整備と保全を推進する取
組についての情報共有を行った。
１回６人

淀川河川公園点野野草地区等における水
辺環境の整備と保全を推進し、市民が一
層親しめる水辺空間の創出を図るための
取組として実施する。

　水辺整備・保全活動については、コロナから復帰しイベントが再開したものの、参加者数はコロナ前に比べて減少しているため、より多くの市
民が参加できる仕組みづくりが課題である。
　引き続き、市民協働による清掃活動や水辺整備・保全の取組についての情報を広く周知し、市民団体と協力して、協働による活動を通じて参加
者を増やす取組を進める。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P35　自然とふれあう場の提供の個別事業

1 自然観察会 A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

　生物多様性の保全については、国や府の動向を注視するとともに「自然観察会」や「環境フェア」の実施の際には、その重要性についての啓発
を進める。

市内の公園や河川等にて、自然と
のふれあいや講師による説明を通
じ、自然環境や生物多様性への理
解を深めることを目的に開催す
る。

令和７年度実績（121名）
６月　メダカ　　20名
７月　水生生物　36名
10月　昆虫　　　雨天中止
11月　どんぐり　34名
１月　野鳥　 　 31名

自然観察会は特に小学生以下の参加が多
く、市内の自然について学ぶ場としての
人気のある事業であり、引き続き、「自
然を学ぶ会」や「水辺に親しむ会」と
いった団体と連携しながら実施する。

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

基本
計画

施策の柱 個別施策

P33-37　生物多様性と自然環境 P35　生物多様性の保全

P35　自然とふれあう場の提供

ー ー ー ー

総合評価【令和７年度時点】 ー

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

４.１　生物多様性と自然環境
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P41　大気汚染、水質汚濁等の状況の監視の個別事業

1
大気の汚染の状況の
監視 A 継続

2
公共用水域及び地下
水の水質の状況の監
視

A 継続

3
環境騒音や道路交通
騒音及び振動の状況
の監視

A 継続

4
ダイオキシン類によ
る汚染の状況の監視 A 継続

イ P41　大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等の対策の個別事業

1
工場・事業場に対す
る立入検査の実施 B 継続

ウ P41　騒音、振動、悪臭等の苦情対策の個別事業

1
騒音等苦情の発生源
に対するパトロー
ル・指導

A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.２　生活環境
担当課 環境保全課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

工場・事業場に対する立入検査件数 60事業場 40事業場 維持

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P38-42　生活環境 P41　環境保全対策の推進

P41　大気汚染、水質汚濁等の状況の監視

P41　大気汚染、水質汚濁、土壌汚染等の対策

P41　騒音、振動、悪臭等の苦情対策

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

大気汚染防止法に基づき、大気汚
染の状況を監視するとともに、光
化学スモッグ予報・注意報発令時
には、防災行政無線及び立て看板
による市民への周知を行う。

大気汚染の状況の監視を行い、測
定結果について、HPにて公表し
た。
令和７年度の光化学スモッグにつ
いては、予報が４回（東大阪地
域）、注意報は１回（東大阪地
域）発令されたため、防災行政無
線及び立て看板による市民への周
知を行った。

大気汚染防止法に基づき、大気汚染の状
況の監視が必要となるため。

水質汚濁防止法に基づき、市内の
主要な河川、水路、地下水の水質
の監視を行う。

市内の主要な河川、水路、地下水
の水質の監視を行った。また、測
定結果については、HPにて公表し
た。

水質汚濁防止法に基づき、河川水質等の
水質の監視が必要となるため。

騒音規制法及び振動規制法に基づ
き、市域の環境騒音や道路交通騒
音及び振動の監視を行う。

市域の環境騒音や道路交通騒音及
び振動の監視を行った。また、測
定結果については、HPにて公表し
た。

騒音規制法及び振動規制法に基づき、市
域の環境騒音等の状況の監視が必要とな
るため。

ダイオキシン類対策特別措置法に
基づき、大気、土壌、河川水質、
河川底質、地下水質について、ダ
イオキシン類の監視を行う。

大気、土壌、河川水質、河川底
質、地下水質についてのダイオキ
シン類濃度調査を行った。また、
測定結果については、HPにて公表
した。

ダイオキシン類対策特別措置法に基づ
き、大気等のダイオキシン類の状況の監
視が必要となるため。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

大気汚染防止法等の関係法令に基
づき、有害物質を使用している等
の一定の環境リスクがあると考え
られる工場・事業場に対して計画
的に立入検査を行い、関係法令の
遵守徹底を指導する。

全60件の工場・事業場のうち、58
件への立入検査を実施し、関係法
令の遵守徹底を指導・啓発するこ
とにより、公害の未然防止をおこ
なった。

引き続き立入検査を実施し、関係法令の
遵守徹底を推進していくため。

R8年度
実施予定

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

騒音等苦情の速やかな解決に向
け、苦情が発生している地域を対
象とするパトロールや、騒音規制
法等の関係法令に基づく原因者に
対する規制・指導を行う。

令和７年度においては、苦情発生
地域へのパトロールや原因者に対
する規制・指導を行い、139件発
生した苦情のうち、133件を解決
することで、市民の生活環境保全
に寄与した。

令和７年度中に解決しなかった苦情を解
決するとともに、今後も発生すると想定
される騒音等苦情を速やかに解決するた
め。

R8年度
実施予定

　
　引き続き、工場・事業場への立入検査を行い、関係法令の遵守徹底を指導することで、公害の未然防止を図り、環境保全対策を推進していく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P40　建築物等の規制と誘導の個別事業

1 地区計画の決定 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.２　生活環境
担当課 都市一課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

地区計画の地区数 30地区 31地区 増

総合評価【令和７年度時点】 B+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P38-42　生活環境 P40　良好で安全な生活環境の保全

P40　建築物等の規制と誘導

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

地域特性に応じた地区計画を決定
し、計画的なまちづくりを進め
る。

地区計画の決定及び活用等によ
り、良好で安全な生活環境の保全
に資することができた。

引き続き、良好で安全な生活環境の保全
に努めるため。

　引き続き、都市計画マスタープラン等に基づき、地区計画の決定及び活用、開発業者への指導等により、良好で安全な生活環境の保全に努め
る。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P40　良好な都市景観の保全と形成の個別事業

1
寝屋川市景観計画に
基づく景観重点地区
の拡充

B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.２　生活環境
担当課 審査指導課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

景観届出件数 33件 45件 増

総合評価【令和７年度時点】 B+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P38-42　生活環境 P40　良好で安全な生活環境の保全

P40　良好な都市景観の保全と形成

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

良好な景観形成を進めるととも
に、ランドマーク的要素を持てる
ような駅周辺整備や、公共公益施
設整備などを推進する。

都市計画事業等の進捗に併せて、
順次、景観重点地区の指定拡充に
向けた取組を行い、良好な景観、
まちづくりに貢献している。

良好な景観形成に向けて令和７年度まで
に14地区を指定しており、今後も指定拡
充に向けた取組を行う。

　
　引き続き、都市計画事業等の進捗に併せて、順次、景観重点地区の指定拡充に向けた取組を行い、良好な景観、まちづくりに貢献する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P41　石綿（アスベスト）の飛散防止の個別事業

1
石綿含有建材を含む
建築物の解体等工事
への立入検査

B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.２　生活環境
担当課 環境保全課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

石綿（アスベスト）の飛散防止に係る立入検査件数 10件 ０件 増

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P38-42　生活環境 P41　環境保全対策の推進

P41　石綿（アスベスト）の飛散防止

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

特定粉じん排出等作業実施届出が
提出された現場のうち、石綿の飛
散リスクが高いと想定される現場
等に対して立入検査する。また、
廃棄物となった石綿含有建材が、
廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づき、適正に処理されるよ
う指導する。

令和７年度においては、石綿の飛
散リスクが高いと想定される現場
がなかったため、立入検査は未実
施。上記以外の解体等工事現場、
９現場に対してパトロールを実施
したことで、石綿飛散の未然防止
につながった。

石綿含有建材を含む建築物は、老朽化に
伴い解体等が令和10年にピークを迎える
と見込まれ、引き続き、解体等工事現場
への立入検査及びパトロールを実施し、
石綿の飛散防止を推進していくため。

　石綿含有建材を含む建築物は、老朽化に伴い解体等が令和10年にピークを迎えると見込まれ、引き続き、解体等工事現場への立入検査及びパト
ロールを実施し、石綿の飛散防止を推進していく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P45　自主的なごみ減量行動の推進の個別事業

1 3010運動マグネット A 継続

2
生ごみ処理機購入費
補助 A 継続

イ P45　家庭系ごみの減量・資源化の推進の個別事業

1
資源集団回収活動へ
の報償 A 継続

2 フードドライブ A 継続

資源の分別排出の促進に寄与する
取組をする団体に対して報償金を
交付することにより、ごみの減量
と分別を図るとともに地域におけ
るごみ分別意識の高揚を図る。

近年、スマホの普及や新聞等の購
読の減少により、「紙資源」が減
少している中、６円/kgの報償額
は、府内においてもトップクラス
の額であり、報償の総額、活動団
体はいずれも減少傾向であるが、
取組は浸透している。
〔R7実績〕
　支払団体数　301団体
　回収量3,248t

古紙等の分別意識の醸成や地域における
ごみの分別・リサイクル意識の向上に必
要な取組であり、当該事業がリサイクル
率の向上のみならずごみ減量に大きく寄
与していることから継続する。

食品ロス削減のため、市主催イベ
ント（環境フェア）及び令和４年
10月から市役所本庁舎等に常設し
た「フードドライブ」において、
市民のみならず事業者からの協力
を得て回収を実施する。

令和７年６月開催の環境フェアで
実施するとともに、令和４年10月
より生活協同組合おおさかパル
コープと連携し、公共施設３か所
(本庁舎、保健福祉ｾﾝﾀｰ、産業振
興ｾﾝﾀｰ)で常設実施した。
〔R7実績〕
　･環境ﾌｪｱ約16㎏ ･常設約809kg

近年、食品ロス削減に対する国等におけ
る啓発意識が高まっており、本市におい
てもフードドライブを常設して実施する
ことで食品ロスに対する啓発効果が図ら
れていることから、継続して実施する。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

R8年度
実施予定

転入者や各種イベント時に積極的
にマグネットを配布する等によ
り、当該運動の周知及び啓発を
行った。

近年、食品ロス削減に対する国等の啓発
意識がますます高まっていることに即
し、フードドライブの常設設置による手
付かず食品の有効活用と併せ、3010運動
のマグネットの配布による啓発を継続
し、食品ロスの削減を図る。

家庭系ごみの約40％を占める「生
ごみ」を減量化するため、生ごみ
処理機（電動式）の購入を補助す
る。
予算：40台分　800千円

家庭におけるごみ減量の取組への
支援として効果があり、令和７年
度より予算を20台分増額した。
〔R7実績〕44台、794,500円

生ごみ減量化については、一般廃棄物処
理実施計画において生ごみの水分の削減
を主要な取組としており、家庭における
減量行動としての生ごみの減量化・堆肥
化の浸透を目的として今後も引き続き継
続する。

宴会等の場において実施する3010
運動に加え、家庭での取り組みと
して、食品の余剰な購買を抑止す
るため毎月10・30日の冷蔵庫の確
認を啓発する。

実績・効果
事業
効果

P43-48　循環型社会 P45-46　減量化・再資源化の推進

P45　自主的なごみ減量行動の推進

P45　家庭系ごみの減量・資源化の推進

P46　再利用の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

№ 事業名称 内容

家庭系ごみ総排出量 48,840ｔ 41,693ｔ 41,632ｔ

基本
計画

施策の柱 個別施策

総合評価【令和７年度時点】 A+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

４.３　循環型社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ウ P46　再利用の推進の個別事業

1 環境フェア A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

  令和７年度の家庭系ごみの排出量は当該年度の目標値を達成しているものの、ごみの減量は４Rを促進することが需要であり、引き続きイベント
等において様々な啓発を進めるとともに、「一般廃棄物処理計画（R3.3策定）」や「令和８年度寝屋川市一般廃棄物処理実施計画」に掲げる施策
を進めて行く。

本市の４Ｒ活動の一環として、ごみの減
量化、再利用の推進など、今後も継続し
た周知を引き続き実施する。

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

例年６月に実施される「環境フェ
ア」において、フリーマーケット
の出店者を募り、エコの市を開催
する。

環境・みどり・水・くらしの４つ
のゾーンに加えて新たに環境にや
さしい自動車のゾーンを新設し、
各ゾーンの各ブースにて様々な展
示や体験を通じて環境への関心や
理解を深めていただいた。

環境を取り巻く近年の状況を踏まえた、
「電気自動車」の展示、「フードドライ
ブ」の受付の実施を行った。次年度につ
いても継続し、見応えや環境への理解が
深まるように環境フェアを充実したもの
とする。
・自然（生物）、生活環境、循環型社
会、脱炭素、環境教育に係る展示・体験
の実施

R8年度
実施予定

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

2
民間事業者との連携
協定

再生利用・再利用の更なる促進を
図るため、民間事業者と連携協定
を締結することで、廃棄物のリサ
イクルルートの確保とリユースに
関する情報の提供を図る。

A 継続

パソコンを含む小型家電について
は、市内に回収BOXを設置、その
他リネットジャパンリサイクル㈱
と連携協定を締結。リユースにつ
いては、㈱ジモティーとの連携協
定により、使えるものを必要な人
へ提供するといった情報発信を図
り、リサイクル、リユースの推進
した。（いずれも令和４年度９月
協定締結）
〔R7実績〕
リネットジャパン申込件数 722件
ジモティー商品投稿数 18,293件



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P45　環境にやさしい販売活動の推進の個別事業

1
３０１０運動マグ
ネット A 継続

イ P46　事業系ごみの減量推進の個別事業

1 フードドライブ A 継続

2
多量排出事業者への
指導 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.３　循環型社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

事業系ごみ総排出量 17,109ｔ 15,291ｔ 13,345ｔ

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P43-48　循環型社会 P45-46　減量化・再資源化の推進

P45　環境にやさしい販売活動の推進

P46　事業系ごみの減量推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

宴会等の場において実施する３０
１０運動に加え、家庭での取り組
みとして、食品の余剰な購買を抑
止するため毎月10・30日の冷蔵庫
の確認を併せて啓発する。

転入者や各種イベント時に積極的
にマグネットを配布する等によ
り、当該運動の周知及び啓発を
行った。

近年、食品ロス削減に対する国等の啓発
意識がますます高まっていることに即
し、フードドライブの常設設置による手
付かず食品の有効活用と併せ、3010運動
のマグネットの配布による啓発を継続
し、食品ロスの削減を図る。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

食品ロス削減のため、市主催イベ
ント（環境フェア）及び令和４年
10月から市役所本庁舎等に常設し
た「フードドライブ」において、
市民のみならず事業者からの協力
を得て回収を実施する。

令和７年６月開催の環境フェアで
実施するとともに、令和４年10月
より生活協同組合おおさかパル
コープと連携し、公共施設３か所
(本庁舎、保健福祉ｾﾝﾀｰ、産業振
興ｾﾝﾀｰ)で常設実施した。
〔R7実績〕
　･環境ﾌｪｱ約16㎏ ･常設約809kg

近年、食品ロス削減に対する国等におけ
る啓発意識が高まっており、本市におい
てもフードドライブを常設して実施する
ことで食品ロスに対する啓発効果が図ら
れていることから、継続して実施する。

事業系一般廃棄物について、廃棄
物の減量及び適正処理に関する条
例に基づき、年に１回一定の要件
に該当する事業者（特定事業者）
を対象に減量等計画書と廃棄物管
理責任者を届けることとしてい
る。

【計画書提出件数/対象件数】
令和７年度：65件/73件

事業系一般廃棄物の減量や分別のため
に、減量等計画書に沿った取組を進める
よう、内容や状況により必要な指導を行
う等引き続き実施する。

R8年度
実施予定

　
  事業系のごみ量は、減少傾向である一方年度目標には届いていないため、引き続き事業者のごみ減量意識向上に繋がる取組を進める必要があ
る。
　3010運動の啓発物品についてはクリーンセンターの施設見学や各種イベント等を通じて積極的に配布し、寝屋川版3010運動の普及啓発を継続し
て進めるとともに、フードドライブについては市民のみならず事業者から協力を得て実施することにより、食品ロス削減による家庭系ごみ及び事
業系ごみの減量を図る。
　また、多量排出事業者に対する「減量等計画書」の作成及び提出を依頼し、「事業系ごみの減量」「食品ロス削減」「てまえどり周知の促進」
等の啓発チラシを併せて事業者に配布すること等により、事業者のごみ減量に対する意識向上を図っていく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P45　自主的なごみ減量行動の推進の個別事業

1
3010運動マグネット
（環境総務課） A 継続

2
生ごみ処理機購入費
補助（環境総務課） A 継続

イ P45　家庭系ごみの減量・資源化の推進の個別事業

1
蛍光灯・乾電池の再
資源化（環境事業
課）

B 継続

2
資源ごみ残渣の再資
源化（環境事業課） B 継続

3
資源集団回収活動へ
の報償（環境総務
課）

A 継続

４.３　循環型社会
担当課 環境事業課・環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

焼却処理量 55,312ｔ 47,737ｔ 46,212ｔ

総合評価【令和７年度時点】 A+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P43-48　循環型社会 P45-46　減量化・再資源化の推進

P45　自主的なごみ減量行動の推進

P45　家庭系ごみの減量・資源化の推進

P46　事業系ごみの減量推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

宴会等の場において実施する3010
運動に加え、家庭での取り組みと
して、食品の余剰な購買を抑止す
るため毎月10・30日の冷蔵庫の確
認を併せて啓発する。

転入者や各種イベント時に積極的
にマグネットを配布する等によ
り、当該運動の周知及び啓発を
行った。

近年、食品ロス削減に対する国等の啓発
意識がますます高まっていることに即
し、フードドライブの常設設置による手
付かず食品の有効活用と併せ、3010運動
のマグネットの配布による啓発を継続
し、食品ロスの削減を図る。

家庭系ごみの約40％を占める「生
ごみ」を減量化するため、生ごみ
処理機（電動式）の購入を補助す
る。
予算：40台分　800千円

家庭におけるごみ減量の取組への
支援として効果があり、令和７年
度より予算を20台分増額した。
〔R7実績〕44台、794,500円

生ごみ減量化については、一般廃棄物処
理実施計画において生ごみの水分の削減
を主要な取組としており、家庭における
減量行動としての生ごみの減量化・堆肥
化の浸透を目的として今後も引き続き継
続する。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

蛍光灯・乾電池に含まれる有害物
質である水銀を回収するとともに
回収された水銀の再資源化を図
る。

蛍光灯・乾電池として、45.7tの
資源化を図ることができた。

ごみの減量と資源化の推進に関し、効果
的であることから引き続き実施する。

缶・びんにより回収された資源ご
み処理後に発生する残渣につい
て、これまでは埋め立て処分して
いたが、残渣に含まれる資源物を
回収し、更なる最終処分の削減を
図る。

缶・びん選別後の残渣から、372t
が再資源化できたことにより、焼
却・埋立処分量の削減することが
できた。

ごみ処理過程から発生する残渣の資源化
及び最終処分量の削減を図るため、引き
続き実施する。

R8年度
実施予定

資源の分別排出の促進に寄与する
取組をする団体に対して報償金を
交付することにより、ごみの減量
と分別を図るとともに地域におけ
るごみ意識の高揚を図る。

近年、スマホの普及や新聞等の購
読の減少により、「紙資源」が減
少している中、６円/kgの報償額
は、府内においてもトップクラス
の額であり、報償の総額、活動団
体はいずれも減少傾向であるが、
取組は浸透している。
〔R7実績〕
　支払団体数　301団体
　回収量3,248t

古紙等の分別意識の醸成や地域における
ごみの分別・リサイクル意識の向上に必
要な取組であり、当該事業がリサイクル
率の向上のみならずごみ減量に大きく寄
与していることから継続する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ウ P46　事業系ごみの減量推進の個別事業

1
フードドライブ
（環境総務課） A 継続

2
多量排出事業者への
指導（環境総務課） B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

食品ロス削減のため、市主催イベ
ント（環境フェア）及び令和４年
10月から市役所本庁舎等に常設し
た「フードドライブ」において、
市民のみならず事業者からの協力
を得て回収を実施する。

令和７年６月開催の環境フェアで
実施するとともに、令和４年10月
より生活協同組合おおさかパル
コープと連携し、公共施設３か所
(本庁舎、保健福祉ｾﾝﾀｰ、産業振
興ｾﾝﾀｰ)で常設実施した。
〔R7実績〕
　･環境ﾌｪｱ約16㎏ ･常設約809kg

近年、食品ロス削減に対する国等におけ
る啓発意識が高まっており、本市におい
てもフードドライブを常設して実施する
ことで食品ロスに対する啓発効果が図ら
れていることから、継続して実施する。

事業系一般廃棄物について、廃棄
物の減量及び適正処理に関する条
例に基づき、年に１回一定の要件
に該当する事業者（特定事業者）
を対象に減量等計画書と廃棄物管
理責任者を届けることとしてい
る。

【計画書提出件数/対象件数】
令和７年度：65件/73件

事業系一般廃棄物の減量や分別のため
に、減量等計画書に沿った取組を進める
よう、内容や状況により必要な指導を行
う等引き続き実施する。

R8年度
実施予定

　一般廃棄物処理基本計画において、令和12年度までの焼却処理量の目標値を設定しており、可燃ごみの減量に加えて、資源ごみの分別を一層進
める必要がある。可燃ごみの減量については、資源ごみの分別について、資源集団回収活動に対する報奨金の交付等により引き続き実施する。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P46　収集体制の整備の個別事業

1
一般家庭ごみ収集運
搬業務委託 A 継続

2
蛍光灯・スプレー缶
収集処理業務委託 A 継続

イ P47　災害廃棄物処理基本計画の適切な運用の個別事業

1
災害発生時の収集体
制 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.３　循環型社会
担当課 環境事業課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

収集及び運搬の民間委託率 55.0% 55.0% 維持

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P43-48　循環型社会

P46　収集体制の整備

P47　災害廃棄物処理基本計画の適切な運用

P46-47　適正かつ効率的な処理の推進

P47　災害時体制の充実

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

ステーション方式として排出され
る一般家庭ごみについて、一部を
委託業務にて行うことにより、効
果的・効率的なごみの収集運搬を
実施する。

市民サービスの向上を図るため、
効果的・効率的な収集形態に努め
た。

引き続き、効果的・効率的な収集体制を
検討・実施していく。

拠点収集を実施することで、蛍光
灯の再資源化やスプレー缶類によ
る火災事故を未然に防止を図る。

市内210か所の拠点収集場所から
排出される蛍光灯・スプレー缶の
収集を実施し、再資源化を図るこ
とができた。

引き続き、効果的・効率的な収集体制を
検討・実施していく。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

災害廃棄物の処理について各種計
画の見直しを行い、災害時を想定
した体制を整える。

必要に応じた見直しを行うこと
で、災害時における収集・運搬・
処分の体制を整えた。

引き続き、効果的・効率的な収集体制を
検討・実施していく。

R8年度
実施予定

  一般廃棄物処理基本計画に基づく収集区分・収集方法を継続的に実施していくため、効果的・効率的な収集形態を検討していく必要がある。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P47　産業廃棄物の適正処理の推進の個別事業

1
産業廃棄物多量排出
事業者に対する立入
検査

A 継続

2
産業廃棄物処理事業
者に対する立入検査 A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.３　循環型社会
担当課 環境保全課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

産業廃棄物多量排出事業者及び産業廃棄物
処理事業者に対する立入検査件数

16事業場 17事業場 維持

総合評価【令和７年度時点】 A+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P43-48　循環型社会 P46-47　適正かつ効率的な処理の推進

P47　産業廃棄物の適正処理の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

前年度に産業廃棄物を年間1,000ト
ン以上又は特別管理産業廃棄物を
年間50トン以上排出した事業者に
対する立入検査を行う。

令和７年度においては、製造業や
病院等８者（８事業場）に対する
立入検査を行った。

産業廃棄物多量排出事業者に対し、廃棄
物処理法に基づく規制、指導、監視等を
行うことにより、産業廃棄物の適正処理
を引き続き推進するため。

産業廃棄物収集運搬業（積替え、
保管を含む。）又は産業廃棄物処
分業の許可を有する事業者に対す
る立入検査を行う。

令和７年度においては、産業廃棄
物処理事業者８者（９事業場）に
対する立入検査を行った。

産業廃棄物処理事業者に対し、廃棄物処
理法に基づく規制、指導、監視等を行う
ことにより、産業廃棄物の適正処理を引
き続き推進するため。

　産業廃棄物の適正処理の確保のために、産業廃棄物多量排出事業者及び産業廃棄物処理事業者に対する指導を継続していくことが必要である。
　引き続き、廃棄物処理法に基づく規制、指導、監視等を行うことにより、産業廃棄物の適正処理を推進する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P53　再生可能エネルギーの普及啓発の個別事業

1
クリーンセンターご
み発電（環境事業
課）

A 継続

2
太陽光発電（環境総
務課） A 継続

イ P53　公共施設における再生可能エネルギーの導入促進の個別事業

1

第５期寝屋川市役所
地球温暖化対策実行
計画の推進
（環境総務課）

A その他

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 環境事業課・環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

クリーンセンター発電によるＣＯ₂削減量 3,642t-ＣＯ₂ 2,941t-ＣＯ₂ 維持

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　再生可能エネルギーの導入と普及啓発

P53　再生可能エネルギーの普及啓発

P53　公共施設における再生可能エネルギーの導入促進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

廃棄物を焼却する際のエネルギー
を利用して発電する「ごみ発電」
によりクリーンセンター施設で使
用する電力を賄い、化石燃料由来
の電力の使用を逓減する。

令和７年度発電量
　25,052,200kWh
当該電力を購入して使用する場合
の温室効果ガス排出量（排出係数
0.000416）
　10421.7ｔ-CO₂/kWh

廃棄物の減量を図りつつ、引き続きごみ
発電を実施することで、クリーンセン
ター施設の電力を賄いつつ、売電により
歳入確保に努める。

クリーンセンター屋上に設置して
いる「太陽光発電」により、ク
リーンセンター施設で使用する電
力を賄い、化石燃料由来の電力の
使用を逓減する。

令和７年度発電量
　92,582kWh
当該電力を購入して使用する場合
の温室効果ガス排出量（排出係数
0.000416）
　38.5ｔ-CO₂/kWh

クリーンセンターの施設見学時には、環
境教育の一環から太陽光発電についても
紹介を行い、環境に配慮した電力につい
て紹介する。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

令和４年３月に策定した第５期寝
屋川市役所地球温暖化対策実行計
画において、市の事務事業におけ
る温室効果ガスの排出量（施設・
種類）の推移について示すととも
に、取り組むべき事項について周
知を図り推進する。

公共施設の新築や改修の際に計画
に沿った取組を推進するともに、
市の事務事業における温室効果ガ
スの削減が図ることができる。

環境基本計画や地球温暖化対策地域計画
と整合を図りながら、市の事務事業にお
ける温室効果ガスの排出抑制に努める。

R8年度
実施予定

  再生可能エネルギーについては、市の施設であるクリーンセンターにおいて、太陽光発電やごみ発電を行っており、温室効果ガスを排出しない
施設運営に努めている。今後も、施設で利用する電力については、自家発電分の消費を基本としつつ、一定期間のみの購入に努め、脱炭素社会に
向けた取組を率先して実行する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P53　再生可能エネルギーの普及啓発の個別事業

1

太陽光発電設置シス
テム購入費補助（家
庭用・自治会集会所
用）

A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

市域の太陽光発電システム設置件数 3,413件（累計） 4,739件 6,000件（累計）

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　再生可能エネルギーの導入と普及啓発

P53　再生可能エネルギーの普及啓発

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

市内における再生可能エネルギー
の普及のため、太陽光発電システ
ム設置の購入費を補助する。
・家庭用　３万円/kW　上限12万円
・自治会集会所用
　モニター地域:上限500万円
　モニター地域以外:上限450万円

令和７年度
・家庭用　96件　500.0 kW
・自治会集会所用　0件
(推計)
　年間発電量　550,603 kWh
　CO2削減量換算　229 t-CO2

令和７年度は、96件・補助額約1,096万
円の実績であり、申請件数も多いことか
ら引き続き実施する。

  令和７年度の実績としては96件の申請があり、引き続きホームページや広報等で周知を図り太陽光発電システムの補助を実施する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P53　再生可能エネルギーの普及啓発の個別事業

1

太陽光発電設置シス
テム購入費補助（家
庭用・自治会集会所
用）

A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

市域の太陽光発電システム設備容量 1.75万㎾ 2.44万㎾ 3.5万㎾

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　再生可能エネルギーの導入と普及啓発

P53　再生可能エネルギーの普及啓発

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

市内における再生可能エネルギー
の普及のため、太陽光発電システ
ム設置の購入費を補助する。
・住宅用　３万円/kW　上限12万円
・自治会集会所用
　モニター地域:上限500万円
　モニター地域以外:上限450万円

令和７年度
・家庭用　96件　500.0 kW
・自治会集会所用　0件
(推計)
　年間発電量　550,603 kWh
　CO2削減量換算　229 t-CO2

令和７年度は、96件・補助額約1,096万
円の実績であり、申請件数も多いことか
ら引き続き実施する。

  令和７年度の実績としては96件の申請があり、引き続きホームページや広報等で周知を図り太陽光発電システムの補助を実施する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P53　ヒートアイランド対策の実施の個別事業

1 グリーンカーテン B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

年間の熱帯夜の日数（５年移動平均値） 24日 43日 22日以下

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　気候変動への適応

P53　ヒートアイランド対策の実施

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

地球温暖化対策の必要性の意識向
上を図るため、学校、保育所等に
おいて、ゴーヤの苗を無償で配布
して、グリーンカーテンを作り、
日射熱を抑制することで、冷房等
の電力使用抑制を図る。

令和７年度配布数　3,300株
学校や保育所等、環境フェアでの市民配
布など苗の配布実施し好評いただいてお
り、継続して実施する。

  令和３年11月に「第２次寝屋川市地球温暖化対策地域計画」を策定し、気候変動適応法第12条に規定する「地域気候変動適応計画」としても位
置付けている。その中で国が示す気候変動に適応する主要７分野から本市においては、特に影響が大きいとされる３分野に対して、計画に沿った
取組を進める。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P49　ヒートアイランド対策の実施の個別事業

1 グリーンカーテン A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

グリーンカーテン設置施設数 74施設 54施設 85施設

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　気候変動への適応

P49　ヒートアイランド対策の実施

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

地球温暖化対策の必要性の意識向
上を図るため、学校、保育所等に
おいて、ゴーヤの苗を無償で配布
して、グリーンカーテンを作り、
日射熱を抑制することで、冷房等
の電力使用抑制を図る。

令和７年度配布数　3,300株
学校や保育所等、環境フェアでの市民配
布など苗の配布実施し好評いただいてお
り、継続して実施する。

 
  令和３年11月に策定した第２次寝屋川市地球温暖化対策地域計画は、「地域気候変動適応計画」としても位置付けており、脱炭素社会に向けた
取組方針や目標とともに、自然災害に関する適応や暑熱対策・生活の関する適応といった地球温暖化に関する緩和と適応対策を示している。引き
続き防災や保健部門とも連携を図り、各家庭においてできる対策等について周知・啓発を図る。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P53　気候変動適応の啓発の個別事業

1
雨水貯留浸透施設設
置 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 下水道事業室

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

貯留施設設置率 82.4% 88.7% 98.4%

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P53　気候変動への適応

P53　気候変動適応の啓発

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

公園における雨水貯留浸透施設の
整備や民間開発における貯留施設
の指導による整備を進める。

公園貯留施設整備に加え、民間開
発による施設設置が進んだ。

近年、浸水害の激甚化が顕著となる中、
本市を含む寝屋川流域協議会における総
合治水対策として、雨水貯留施設整備を
進めており、流域一体となった治水効果
の発揮が期待されるため。

  貯留施設設置率の令和７年度実績が基準年度を上回るなど着実に進捗しており、引き続き、気候変動に伴い頻発する豪雨災害や内水氾濫へ備え
るための雨水対策を推進していく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P52　交通対策の推進の個別事業

1
公共交通利用促進補
助事業 B 継続

2 乗合い事業 B その他

3 ねやＢＵＳ事業 A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.４　脱炭素社会
担当課 交通政策課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

市内４駅の乗降客数 150,889人/日
142,761人/日

（令和６年度実績）
154,400人/日

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P52　ライフスタイルの転換促進

P52　交通対策の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

京阪バスから紙券での運用ができ
なくなるとの申し出があり、市で
既に実施していた「高齢者交通系
ICカード購入補助事業」と本事業
を統合し、交通系ICカードを活用
した「公共交通利用促進補助事
業」を実施する。

シルバー世代等の公共交通の利用
促進及び外出促進を図った。

シルバー世代等の公共交通の利用促進及
び外出促進を図る。

シルバー世代や妊婦等が利用でき
るデマンドタクシーを運行し、交
通利便性の向上を図る。令和７年
10月より、利用回数の制限を行っ
た。

回数制限に伴い、頻回利用をされ
ていた方が減少したが、実利用人
数は、増となっており、回数制限
をかけることで頻回利用を減少さ
せ、これまで利用できていなかっ
た方々の利用が増加している。事
業効果が高まってきたと考えられ
る。

残りの公共交通空白地域への拡大を検討
するとともに、今後も持続可能な事業と
なるよう交通インフラの確保に向けた検
討が必要である。

京阪バス路線のうち、３路線が令
和６年３月31日をもって廃止され
たことから、市において令和６年
４月１日からコミュニティバス
（ねやＢＵＳ）を定時定路線で運
行し、市民の移動手段を確保す
る。

事業継続により市民の移動手段を
確保した。又、令和８年１月交通
系ICカードの導入を行い利用者の
利便性の向上を図った。

事業継続により市民の移動手段を確保し
た。

　ねやＢＵＳ事業における更なる利用者の増を目指し、令和８年４月からＬＩＮＥ予約システムを導入し利便性の向上を図る。また、令和７年度
から実施している「公共交通利用促進補助事業」について、申請者が円滑に申請できる方法を検討していく。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P52　省エネルギー機器等の導入促進の個別事業

1
第２次寝屋川市地球
温暖化対策地域計画
の推進

B その他

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

  省エネ機器等の導入については、他市の取り組み事例等について調査研究を進める。
　なお、令和８年度に第２次寝屋川市地球温暖化対策地域計画の中間見直しを行い、市域における温室効果ガスの削減目標を49.7％とする。

寝屋川市地球温暖化対策地域計画
を令和３年11月に改定し、省エネ
ルギー機器等の導入促進を含め
た、市域における温室効果ガスの
削減目標を策定した。

平成25年度の排出実績と比較して
令和12年度に32.2％以上の削減を
目標とする。

令和４年度以降、環境基本計画と整合を
図りながら、市域における温室効果ガス
の排出抑制に努める。

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

基本
計画

施策の柱 個別施策

P49-54　脱炭素社会 P52　省エネルギー機器等の導入促進

P52　省エネルギー機器等の導入促進

ー ー ー ー

総合評価【令和７年度時点】 ー

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

４.４　脱炭素社会
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P57　環境学習の場の提供の個別事業

1
自然観察会（環境総
務課） A 継続

2
親子で見る自然散策
と水辺の生物観察
（環境保全課）

B 継続

イ P58　協働による環境活動の個別事業

1
水辺空間におけるイ
ベント
（下水道事業室）

B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.５　環境教育・環境学習
担当課 下水道事業室・環境保全課・環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

環境に関するイベントの参加者数 467人 498人 650人

総合評価【令和７年度時点】 A-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P55-59　環境教育・環境学習

P57　環境学習の場の提供

P58　協働による環境活動

P57　環境教育と環境学習の推進

P58　協働の推進

市内の公園や河川等にて、自然と
のふれあいや講師による説明を通
じ、自然環境や生物多様性への理
解を深めることを目的に開催す
る。

令和７年度実績（121名）
６月　メダカ　　20名
７月　水生生物　36名
10月　昆虫　　　雨天中止
11月　どんぐり　34名
１月　野鳥　 　 31名

自然観察会は特に小学生以下の参加が多
く、市内の自然について学ぶ場としての
人気のある事業であり、引き続き、「自
然を学ぶ会」や「水辺に親しむ会」と
いった団体と連携しながら実施する。

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

茨田イチョウまつりなど、市民団
体等を主体とする水辺空間におけ
るイベントの開催。

市民団体等が主体となり、淀川河
川公園点野地区周辺における茨田
樋遺跡や幹線水路でのイベントを
開催することで水辺環境の整備と
保全を推進する取組となった。
点野茨田樋いちょう祭り150人
点野淀川まるごと体験会222人

市民団体を主体とする活動として継続的
に行われており、市民が一層親しめる水
辺空間の創出を図るための取組として引
き続き実施する。

R8年度
実施予定

水質保全の重要性についての理解と知識
を深めることを目的とした生物観察会を
開催することで、環境学習の場を提供す
るため。

令和６年度の参加人数９組（27
人）から２組（５人）と減少し
た。

市民の親子が一緒に自然散策をし
ながら水辺に棲む生物を観察し、
身近な水辺に親しむとともに、水
質状況を知ることにより水質保全
の重要性についての理解と知識を
深めることを目的とした生物観察
会を開催する。

（環総）雨天による中止が１回あったが、引き続き年５回程自然観察会を開催し、環境学習の場の提供を行う。
（環保）ホームページ、広報掲載及び環境フェア（環境保全ブース）でイベントの日程や場所の案内を行っているものの、参加人数が大きく変動
している。
そのため、今後は環境フェアにおいて、生物観察の様子や観察できる生物の写真等を掲示して、応募意欲を向上できるような案内を行う。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P57　環境学習の場の提供の個別事業

1 環境フェア A 継続

イ P57　環境に関する啓発活動の実施の個別事業

1 環境フェア A 継続

ウ P58　交流の場づくりの個別事業

1 環境フェア A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.５　環境教育・環境学習
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

環境フェアの参加者数 2,664人 2,235人 3,000人

総合評価【令和７年度時点】 A+
Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P55-59　環境教育・環境学習

P57　環境学習の場の提供

P57　環境に関する啓発活動の実施

P58　交流の場づくり

P57　環境教育と環境学習の推進

P58　協働の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

毎年６月に市立中央小学校におい
て、「環境フェア」を実施し、環
境に関する様々なブースを出展し
て、環境意識の高揚を図るととも
に、美しいまちづくり表彰の実施
など、地域と協働した美しい環境
づくりの場を推進する。

環境・みどり・水・くらしの４つ
のゾーンに加えて新たに環境にや
さしい自動車のゾーンを新設し、
各ゾーンの各ブースにて様々な展
示や体験を通じて環境への関心や
理解を深めていただいた。

環境を取り巻く近年の状況を踏まえた、
「電気自動車」の展示、「フードドライ
ブ」の受付の実施を行った。次年度につ
いても継続し、見応えや環境への理解が
深まるように環境フェアを充実したもの
とする。
・自然（生物）、生活環境、循環型社
会、脱炭素、環境教育に係る展示・体験
の実施

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

毎年６月に市立中央小学校におい
て、「環境フェア」を実施し、環
境に関する様々なブースを出展し
て、環境意識の高揚を図るととも
に、美しいまちづくり表彰の実施
など、地域と協働した美しい環境
づくりの場を推進する。

環境・みどり・水・くらしの４つ
のゾーンに加えて新たに環境にや
さしい自動車のゾーンを新設し、
各ゾーンの各ブースにて様々な展
示や体験を通じて環境への関心や
理解を深めていただいた。

環境を取り巻く近年の状況を踏まえた、
「電気自動車」の展示、「フードドライ
ブ」の受付の実施を行った。次年度につ
いても継続し、見応えや環境への理解が
深まるように環境フェアを充実したもの
とする。
・自然（生物）、生活環境、循環型社
会、脱炭素、環境教育に係る展示・体験
の実施

R8年度
実施予定

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

毎年６月に市立中央小学校におい
て、「環境フェア」を実施し、環
境に関する様々なブースを出展し
て、環境意識の高揚を図るととも
に、美しいまちづくり表彰の実施
など、地域と協働した美しい環境
づくりの場を推進する。

環境・みどり・水・くらしの４つ
のゾーンに加えて新たに環境にや
さしい自動車のゾーンを新設し、
各ゾーンの各ブースにて様々な展
示や体験を通じて環境への関心や
理解を深めていただいた。

環境を取り巻く近年の状況を踏まえた、
「フードドライブ」の受付の実施や、
「フリーマーケット」を開催し、食品ロ
スの削減や、リユースによるごみの減量
を行う実践的な活動の場として充実した
ものとします。

R8年度
実施予定

  「環境フェア」は本市において環境に関する啓発を集約的に行うイベントであるため継続するとともに、地球環境を取り巻く様々な問題を把握
するとともに、時期に沿った趣向を凝らしたイベントとすることをめざして実施する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P57　環境学習の場の提供の個別事業

1 環境リーダーの養成 A 継続

イ P57　人材育成の推進の個別事業

1 環境リーダーの養成 A 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.５　環境教育・環境学習
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

環境リーダー認定者数 ー 118名 200名

総合評価【令和７年度時点】 A+

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P55-59　環境教育・環境学習 P57　環境教育と環境学習の推進

P57　環境学習の場の提供

P57　人材育成の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

第３次環境基本計画において、特
に子どもへの環境教育・環境学習
の場の提供の重要性が記されたこ
とから、市内小学４～６年生を対
象に環境のことを自らが考えるこ
とのできる人材を養成する。

市の環境についての取組や地球温
暖化の講義やすごろくで楽しく学
んでもらったあと、グループで話
し合い、今後どのような行動をし
ていきたいか自分の考えを紙にま
とめてもらう。
小４～小６まで28名の子どもが参
加

参加者から評判が良かったため、今後開
催方法等について検討を行い、より多く
の認定者となるように進める。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

第３次環境基本計画において、特
に子どもへの環境教育・環境学習
の場の提供の重要性が記されたこ
とから、市内小学４～６年生を対
象に環境のことを自らが考えるこ
とのできる人材を養成する。

市の環境についての取組や地球温
暖化の講義やすごろくで楽しく学
んでもらったあと、グループで話
し合い、今後どのような行動をし
ていきたいか自分の考えを紙にま
とめてもらう。
小４～小６まで28名の子どもが参
加

参加者から評判が良かったため、今後開
催方法等について検討を行い、より多く
の認定者となるように進める。

R8年度
実施予定

　
  「環境リーダー」については、環境教育・環境学習の関するものとして第３次環境基本計画において位置付けてる施策であり、廃棄物分野では
「施設見学」や「親子ごみ教室」、環境保全の分野では「自然観察会」といった施策を実施しているものの、地球温暖化対策や脱炭素社会に向け
た施策として重要な取組になるものと考えている。
　「大阪公立大学工業高等専門学校」と連携しながら子どもたちが参加したくなるような取組として実施する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P58　協働による環境活動の個別事業

1
駅前清掃（環境総務
課） B 継続

2
ねやがわクリーンデ
イ（市民活動振興
室）

B 廃止

3
クリーンリバー寝屋
川作戦（下水道事業
室）

B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.５　環境教育・環境学習
担当課 市民活動振興室・下水道事業室・環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

環境保全活動の参加者数 3,475人 　278人 4,000人

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P55-59　環境教育・環境学習

P58　協働による環境活動

P58　協働の推進

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

美しいまちづくりの推進を図るた
め、まちの玄関口である市内４駅
（寝屋川市・香里園・萱島・寝屋
川公園）を美しいまちづくり推進
員と市が協働して清掃活動を実施
する。

美しいまちづくり推進員等の協力
を得て、市内四駅前周辺の清掃活
動を実施を行った。
開催回数　７月・２月に実施
延べ参加者数　164人

美しいまちづくり駅前啓発活動は、７月
と２月の年２回実施予定。
また地域美観の向上事業として地域にお
ける清掃活動に清掃用具を貸与する等に
より、地域における活動を支援して地域
美観の向上を図った。

各中学校区内の道路・公園などの
地域清掃活動や啓発活動の実施

各地区にて清掃活動を行い、環境
の美化活動について啓発活動がで
きた。
延べ参加者数　49人

令和７年度は実施する校区が４校区から
２校区になる。
※10校区については地域協働協議会とし
て実施するため小学校区単位での活動と
なる。（参加者人数については把握して
いない）

一級河川寝屋川でのクリーンリ
バー寝屋川作戦における、市民協
働による清掃活動の実施。

クリーンリバー寝屋川作戦を秋に
実施。
春は雨天のため中止。
１回65人

河川などの保全に際して、継続的な市民
の協力が欠かせず、環境保全の啓発と親
水空間としての活用に有効な取組として
引き続き実施する。

（環総）美しいまちづくりの啓発として、４駅前での清掃活動を美しいまちづくり推進員に集まっていただき開催した。推進員について参加者が
増えるよう日頃からフォローや開催の周知について探っていく必要がある。
（下水）引き続き、市民協働による清掃活動の取組についての情報を広く周知し、市民団体と協力して、協働による活動を通じて参加者を増やす
取組を進める。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。



ア

イ

ウ

◎令和７年度実施事業

ア P58　交流の場づくりの個別事業

1 自然観察会 A 継続

2
生ごみ堆肥化土づく
り講習会 A 継続

イ P58　パートナーシップの構築の個別事業

1 美化啓発看板の配布 B 継続

ウ P58　協働による環境活動の個別事業

1 駅前清掃 B 継続

2 ごみ集積所の保全 B 継続

3 地域美観の向上 B 継続

◎　総合評価を踏まえた課題と今後の予定

４.５　環境教育・環境学習
担当課 環境総務課

目標達成のための指標 令和元年度実績（基準年度） 令和７年度実績 令和12年度目標値

環境に関する表彰の受賞者数 53名/22団体 33名/６団体 維持

総合評価【令和７年度時点】 B-

Ａ：目標値の達成に大きな効果がある。
Ｂ：目標値の達成に効果がある。
Ｃ：目標値の達成にほとんど効果がない。
Ｄ：目標値の達成に効果がない。

基本
計画

施策の柱 個別施策

P55-59　環境教育・環境学習 P58　協働の推進

P58　交流の場づくり

P58　パートナーシップの構築

P58　協働による環境活動

事業効果：Ａ目標値の達成に大きな効果がある。Ｂ目標値の達成に効果がある。Ｃ目標値の達成にほとんど効果がない。Ｄ目標値の達成に効果がない。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

R8年度
実施予定

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

市内の公園や河川等にて、自然と
のふれあいや講師による説明を通
じ、自然環境や生物多様性への理
解を深めることを目的に開催す
る。

令和７年度実績（121名）
６月　メダカ　　20名
７月　水生生物　36名
10月　昆虫　　　雨天中止
11月　どんぐり　34名
１月　野鳥　 　 31名

自然観察会は特に小学生以下の参加が多
く、市内の自然について学ぶ場としての
人気のある事業であり、引き続き、「自
然を学ぶ会」や「水辺に親しむ会」と
いった団体と連携しながら実施する。

各家庭における生ごみの減量化を
図ることを目的に、市内の各コ
ミュニティセンターにおいて、講
師を招き「生ごみ堆肥化土づくり
堆肥化」の講習会を実施する。

令和７年度実績（24名）
７月　東北ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ ５名
10月　西南ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 10名
１月　東ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ　 ９名

市内に６か所あるコミュニティセンター
において、市民が参加しやすい引き続き
講習会を実施する。年３回の開催を予定
する。

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

美しいまちづくりの推進のため、
「ポイ捨て禁止」と「犬のふん持
ち帰り」の啓発看板を作成し、希
望者に無償で配布している。

　市民からの要望によりポイ捨て
等が目立つ箇所や自宅（外壁等）
への掲示も実施することで、美化
向上に寄与している。
・「ポイ捨て禁止」　197枚
・「犬のふん持ち帰り」　211枚

市の美化向上のため、市民や団体等から
の要望により、「ポイ捨て禁止」と「犬
のふん持ち帰り」の看板を引き続き配布
する。なお、「歩きたばこ禁止」の看板
については、作成しなくなったものの、
「受動喫煙防止」の看板を作成するな
ど、引き続き美化意識の向上を図る取り
組みを進める。

R8年度
実施予定

№ 事業名称 内容 実績・効果
事業
効果

実施予定（継続・拡充・廃止等）
の理由

美しいまちづくりの推進を図るた
め、まちの玄関口である市内４駅
（寝屋川市・香里園・萱島・寝屋
川公園）を美しいまちづくり推進
員と市が協働して清掃活動を実施
する。

美しいまちづくり推進員等の協力
を得て、市内四駅前周辺の清掃活
動を実施を行った。
開催回数　７月・２月に実施
延べ参加者数　164人

美しいまちづくり駅前啓発活動は、７月
と２月の年２回実施予定。
また地域美観の向上事業として地域にお
ける清掃活動に清掃用具を貸与する等に
より、地域における活動を支援して地域
美観の向上を図った。

カラスなどにより荒らされ、まち
の美観を阻害する恐れのあるごみ
集積所について、「ごみ散乱防止
ネット」の無償貸与や「折り畳み
式箱型ネット」の購入に対し補助
金を交付することで、周辺環境の
保全を図る。

双方ともに毎年度一定数の申請が
あり、「折り畳み式箱型ネットの
補助」については、カラス対策に
一定の効果がみられている。
・ごみ散乱防止ネット　349枚
・折り畳み式箱型ネット購入補助
155件

引き続き自治会を中心とした、ごみ集積
所を管理する団体と連携して、ごみ集積
所の保全に努める。また、ごみ集積所の
保全については、ごみの出し方や分別に
ついても重要であることから併せて啓発
を実施する。

R8年度
実施予定

美しいまちづくり推進員と連携し
て、地域美観の向上に努めている
ものの、地域との連携が不足して
いる状況であり、清掃物品の貸与
等により、地域における清掃等の
活動への支援を目的として事業を
実施する。

清掃用具の貸与等の際には、「活
動計画書」と「活動報告書」の提
出を求め、地域での清掃活動にお
いて、ポイ捨てや不法投棄が見受
けられる箇所を報告により把握す
ることで、一層の地域美観の向上
を図る。
・R7実績　49件

活動団体数は少ないため、様々な機会を
捉えて広報などで周知を図る。

　目標達成のための指標として掲げている事項については「美しいまちづくり表彰」に関するものであるが、環境に関する表彰として国や府が実施す
るもの（地域環境美化功績者表彰、おおさか環境賞、社会貢献者表彰等）があり、過去において本市の市民や団体が表彰された事案もある。また、表
彰ではないものの、「環境リーダー」や「ごみ減量マイスター」、「美しいまちづくり推進員」といった、環境に関連した認定制度もあり、引き続
き、市民や団体と連携した環境に関する施策を実施するとともに、模範となる人材の支援する。

＋：実績が目標値を達成しているもしくは達成する見込み。

－：実績の目標値の達成は未定。


